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ネットゼロ実現への道筋を立てるた
めに－秩序ある脱炭素社会移行を
実現するための9つの要件
ネットゼロ（温室効果ガス排出量実質ゼロ）達成に向けて取り組むことを表明する
国は増える一方、達成に向けた道筋はいまだ見えていない。この状況を脱するには、
相互依存関係にある9つの要件を果敢に満たしていく必要がある。
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2021年10月末に開催された国連気候変動枠組条約第
26回締約国会合 (COP26) の中で、各国のリーダーの
間で様々に議論された通り、今目前に迫りつつある気
候変動の危機への対応の必要性が広く認識されつつ
ある1。既に、世界の GDP の8割以上、そして世界の
二酸化炭素 (CO2) 排出量の約7割を占める74ヵ国が
ネットゼロ達成に向けて取り組むことを表明している2。
また、3,000社以上の企業が国連主導の「Race to 
Zero」キャンペーンの一環でネットゼロ達成を目標に
掲げている3。さらに、資本市場では、排出リスクが
株価に反映される傾向が強まっており、脱炭素化への
移行に向けた技術に特化したベンチャーへの投資が
活況である。そのため、多くの企業が技術、規制や
消費者の行動のみでなく、投資家の選好の変化によっ
て競争環境が根本から変わりつつあること、そしてグ
ローバルのみでなくローカルレベルで連携を強化し、
行動を起こす必要性を認識し始めている。

しかし、だからといってネットゼロ達成が視野に入っ
てきたわけではない。「これは終わりではない。終わ
りの始まりですらない。だがおそらく、始まりの終わり
なのだ」というウィンストン・チャーチルの名言はこ
の状況にも当てはまる。ネットゼロを実現するために
は、世界各国が温室効果ガス (GHG) の最大限の削減
を進めると同時に、実現不可能な削減量については
自然界に存在する、あるいは人工的な炭素貯留機能
を確保、再生、開発して相殺する必要がある。しかし、
排出量は今も増え続けており、削減は一向に進んでお
らず、このままではネットゼロの達成は難しい。国際
エネルギー機関が2021年10月上旬に発行した「世界
エネルギー見通し(World Energy Outlook)」では、よ
りクリーンなエネルギー源への移行は加速しているも

のの、1.5℃目標やエネルギーに関する持続可能な開
発目標 (SDGs) を達成するために必要な排出削減量と
の差は依然として大きいとしている4。

公共、民間、非営利セクターの主要組織は、短期的
な目標を含め、より広範囲に及ぶ追加的なコミットメ
ントについての検討を進めているが、「目指すべきも
の」、つまり30年以内、あるいやそれよりも早くネット
ゼロを実現することのみならず、これを「実現する最
善の手段」を検討することも急務である。ただし、コ
ミットメントを実行に移すことは容易ではない。その
理由として次の5つの要素が挙げられる。

1つ目の要素としては、2050年までにネットゼロを達
成するためには設備投資や耐久財を含む物的資産へ
の投資の大幅な増加が見込まれることが挙げられ、そ
の額は現在の年間推定約5.7兆～9.2兆ドルから約60%
増加すると推計されている5。ほとんどの投資について
はリターンが期待できるものの、大規模な資金調達が
必要となる。だが、このような規模の資金調達は、100
年あるいは200年に渡って発展してきたエネルギーシ
ステムや土地利用のシステムを今後30年で転換させ
なければならないという状況と相まって難しい。

2つ目は、脱炭素化社会へ移行するためには、世界各
国が足並みを揃えて行動を起こす必要があり、厳しい
選択が求められるということである。移行に伴う負荷
は一様ではなく、実行主体によっては重くのしかかる
ため、一致団結して取り組む必要がある。気候変動の
影響や気候変動対策の短期的な影響は逆進性が高く、
最貧困層のコミュニティや人々が最も大きな打撃を受
ける6。よって、公正な精神に基づく努力なしには、最

1	2021年8月に公表された国連気候変動に関する政府間パネルによる第6次評価報告書では、温室効果ガスの継続的な排出は、地球システムに重大な影
響をもたらし、転換点 (ティッピングポイント)を超えてしまうことでシステムが変遷し、突然、大災害が発生する可能性が高まるとしている。Climate change 
2021:The physical science basis, Intergovernmental Panel on Climate Change(2021年8月)、ipcc.ch。”Climate risk and response: Physical hazards 
and socioeconomic impacts( 気候変動リスクとその対応策 物理的リスクと社会経済的影響 )”、McKinsey Global Institute(2020年1月16日)、McKinsey.
comも参照のこと。

2	ネットゼロ目標を達成した、目標を法制化した、または法制化案を国会に提出している国が含まれる。なお、ここで言及した74ヵ国には、すべての EU 加
盟国が含まれる(EU 全体としてのネットゼロ目標達成に向けて取り組んでいる加盟国と、ドイツのように、これに加えて独自の目標を設定している加盟国
の両方を含む)。”Net Zero Tracker”, Energy & Climate Intelligence Unit(2021年10月25日時点 )、eciu.netを参照。2019年のGDPデータは、世界銀行の世
界開発指標 (databank.worldbank.org)、2018年の排出量データは、EDGAR(Emissions Database for Global Atmospheric Research)のEDGAR v6.0(2021
年5月、edgar.jrc.ec.europa.eu) から引用。Crippa, M. et al., Fossil CO2 emissions of all world countries—2020 Report, European Commission(2020年 )、
edgar.jrc.ec.europa.eu 参照。

3	 ”Race to Zero campaign”、気候変動枠組条約 (UNFCCC)、unfccc.int
4	 ”World Energy Outlook 2021”、国際エネルギー機関 (IEA)、2021年10月、iea.org.
5	この推計には、様々な形態のエネルギー供給 ( 電力システム、水素、バイオ燃料など)、エネルギー需要 (自動車、鉄鋼やセメントの代替生産方法など)、土

地利用 (GHG 削減効果の高い農法など) に関わる物的資産の支出が含まれている。また、自家用車などの耐久消費財といった、国民経済計算で一般的に
「投資」とみなされるものも含まれる。
6	詳細については、”Climate risk and response: Physical hazards and socioeconomic impacts( 気候変動リスクとその対応策 物理的リスクと社会経済的影

響 )”、McKinsey Global Institute(2020年1月16日)、McKinsey.com、および Mekala Krishnan and Jonathan Woetzel, ”Climate change hits the poor 
hardest.Here’s how to protect them”、World Economic Forum、(2020年10月14日), weforum.org を参照のこと。
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も深刻な影響を受ける実行主体は移行に向けて主体
的な役割を果たすことができず、またその意欲も持て
ない。実際、欧州委員会で気候変動政策を統括する
フランス・ティメルマンス氏は、「公正な移行でなけ
れば、真の意味での脱炭素社会への移行は実現しな
い」と述べている。

3つ目としては、増大・深刻化し続ける物理的リスクを
回避するために実行主体は早期の排出削減が迫られ
るが、現在の指針と異なる時間軸や割引率が求めら
れることが挙げられる7。ここでの課題は、将来的に
ネットゼロの実現を目指しつつ、今目の前にある成長
機会を捉える上では、認識されているトレードオフと
現実的なトレードオフの2種類が存在するということに
ある。実際、移行を実現するための取り組みは、人
類社会の未来への「投資」としてではなく、現在発生
している「コスト」として認識される傾向が見られる。

4つ目は、これらの要件を満たすためには、長年に
渡って築き上げられ、多くの便益をもたらしてきたビ
ジネス慣行やライフスタイルを変えなければならない
ことが挙げられる。しかし、これらのパターンを変え、
過去の惰性を克服したからといって、その恩恵を早期
に受けられるわけではないため、現実的には難しいと
言わざるを得ない。

これらの4つの要素について総合的に考えると、「啓発
された自己利益」の概念だけではネットゼロを実現で
きないことは明らかである。

5つ目の要素としては、エネルギーはすべての経済活
動において中心的な役割を果たしており、その市場の
混乱は深刻な影響をもたらしうることから、「秩序ある
移行」が必要となることが挙げられる。ここでは、排
出量が多い資産の縮小・廃止と排出量が少ない資産
の開発・拡張を慎重に進め、冗長性を確保し、レジ
リエンスを高める施策を講じることが求められる。「秩
序ある移行」は本質的に、そして政治的、経済的、社
会的要因から決して容易ではない (コラム「秩序ある

移行とは」参照 )。なぜなら、これはエネルギーや土
地利用など、我々の生活や健康に最も深く関わるシス
テムの変革を伴うからである。これらのシステムにつ
いてはごくわずかな変化であっても、生産者や消費者
が負うコストが増大する。その結果、エネルギーへの
アクセスが困難になるなど、人々の日常生活に多大な
影響が生じることで計画に遅れが出たり、世間から反
感を買う恐れがある。

ネットゼロを達成するためには、GHG の排出量を可
能な限り減らして排出量と吸収量の均衡を図る一方で、
貯蔵量を増やして大気中に残るGHG を除去するため
の道筋をつける必要がある。しかし、その道筋を描く
ことは容易ではない。資本や労働に関わる問題も絡
むため、すべての地域において経時的にネットゼロ経
済における資本と労働の需要を供給と一致させなけれ
ばならない。また、経済発展や包括的な成長を目指
しながら、これらの問題に取り組んでいく必要がある
が、前述の理由やいくつかの技術的な課題から実行
することが難しい。まず、排出量を完全には把握でき
ていないことが挙げられる。今までは、人為的な排出
量に焦点が当てられてきたが、生物のフィードバック
ループに起因する自然由来の排出量も無視できなく
なっている。次に、排出削減に要する期間は、日々変
化し続ける様々な要因に時に非線形的に依存すること
がある。例えば、特定の経済セクターや地域の排出
量は、既に導入されている既存の技術あるいはこれか
ら開発・導入される技術によって変わってくる。さら
には排出削減の解は一意に定まらないことが挙げられ
る。理論的には、脱炭素化とオフセットの取り組みを
様々なパターンで組み合わせることで実現可能だが、
セクター間や地域間の連携がより重要となる。最後に、
GHG 削減を取り巻く諸条件によって、解決策の選択肢
の幅が狭まるという問題が挙げられる。例えば、ある
国において化石燃料発電資産をどれだけ早く縮小・
廃止できるかは、使用年数や使用頻度によって変わる。
また、太陽光発電の発電量は、各地の日照量によっ
て変わる。

7	Mark Carney, “Breaking the tragedy of the horizon – climate change and financial stability – speech by Mark Carney,” Bank of England(2015年9月29
日)、bankofengland.co.ukも参照のこと。
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このように多くの要因が複雑に絡み合っているため、現
段階では、基本的要件とこれらの相互依存関係の理
解を深めることが重要となる。よって、ここでは、9つ
の要件を含む包括的なフレームワークについて解説し
たい ( 図表1)。これらの要件は、特定のセクターに固
有のものではなく、公共、民間、非営利セクターのあ
らゆる実行主体がそれぞれの役割を果たさなければ
満たすことはできない。これらは、ネットゼロへの移
行を実現するために、一致団結とまではいかなくても、
協調して取り組まねばならない基本的課題である。こ
れら9つの要件は、3つのカテゴリーに分類できる。 

	— 物理的要素 :(1) 技術革新、(2) 大規模なサプライ
チェーンを構築し、インフラをサポートする能力、
(3) 必要となる自然資源の可用性

	— 経済的・社会的調整 :(4) 効果的な資本再配分と資
金調達の仕組み、(5) 需要の変化や短期的な単価
上昇への対応、(6) 社会経済的影響に対応するた
めの仕組み

	— ガバナンス、制度、コミットメント:(7) 管理基準、市
場およびトラッキングのメカニズム、効果的な制
度、(8) 公共、民間、非営利セクターのリーダーに
よるグローバルなコミットメントと連携、(9) 市民・
消費者の支持

秩序ある移行とは

秩序ある移行とは何か。何が可能かを判
断するための指標とは何か。しばしば、ネッ
トゼロへの移行については、「秩序ある」
移行と「無秩序な」移行の二項対立型で
議論されるが、秩序性の有無は相対的な
ものである。突然かつ急激な取り組みは、
経済や社会を揺るがし、成長を妨げ、国
民の恨みや政治的反発の恐れがあるが、逆
に取り組みが遅れたり不十分だと、気候変
動の暴走によって、何十億もの人々の生命

と生活が脅かされ、大規模な人口移動が
起こり、政治的な争いや対立が悪化し、世
界経済が急激に縮小する恐れがある。この
2つの極端な取り組みの間には、急速に高
炭素な経済活動を縮小させながら、低炭
素な経済活動を活発化させていくための慎
重かつ断固とした一連の取り組みがあり、こ
れらを実現するためには、移行に伴う変化
がもたらす社会的・経済的な影響を予測し、
対処することが求められる。秩序のレベル

は、気候変動の暴走までに残された時間
と、移行の要件の充足度によって決まる1。

1	実行主体は、将来の計画を立てるにあたり、「秩序ある」移行と「無秩序な」移行の両方の様々なシナリオの検討を始めている。例えば、サステナブルファイナンスの推進を目指す中央銀
行や金融当局で構成される「気候変動リスク等に係る金融当局ネットワーク(NGFS)」は、リスク分析や戦略策定のための6種類のシナリオを公表している。ここでは、温暖化レベル、取り
組み期間や国家間の連携の度合いといった幅広い要素を考慮しており、結果的に「秩序ある移行」と「無秩序な移行」の両方が含まれている。詳細については、Christopher Bertram et 
al., NGFS Climate Scenario Database:Technical documentation v2.2, Network for Greening the Financial System(NGFS)(2021年6月), ngfs.net
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以降では、各要件について、一致団結の精神に基づ
いて「実現する手段」を模索するうえで考慮すべき事
項を示している。これと併せて、これまで検討されて
きた、あるいは今後検討の余地がある施策も示してい
るが、ここでは主に個人、国、民間組織から公共機関
に至るまで世界全体として対処しなければならない重
要な課題に着目している。世界がネットゼロに向けて
より秩序ある移行を進めていくためには、課題を深掘
りし、的確な解決策を策定する必要がある。マッキン
ゼーは、事実とあらゆる選択肢を分析することでこの
取り組みに貢献したいと考えている。

まず、これら9つの要件を検証した結果たどり着いた、
5つの結論を示す。

第1の結論は、今までは主に「物理的要素」に焦点が
置かれていたが、今後は、「経済的・社会的調整」と

「ガバナンス、制度、コミットメント」にも視野を広げ
る必要があるということである。現段階では、脱炭素
社会への移行が社会や経済に与える影響を把握し、こ
れに備えることが特に重要となる。企業や国が既存の
製品やサービスの需要や価格への影響に対応しきれ
なかった場合、あるいは、コミュニティがネットゼロ

経済への移行から取り残されてしまった場合などに備
えて何らかの措置を講じない限り、移行に伴うコスト
や影響に耐えられなくなるという、極めて重大なリス
クが存在する。また、排出量が少ない資産に十分な
資金配分がなされない、あるいは排出量が多い資産
の縮小・廃止が求められるスピードで進まないがため
に移行自体が遅れるリスクも存在する。

第2の結論は、9つの要件すべてを満たすことは極め
て難しいということである。また、1.5℃目標達成に向
けて、これらの要件を充足することはさらに困難であ
る。ネットゼロを実現するためには、従来の概念や働
き方に固執せず、一致団結して新しい働き方を生み出
していく必要がある。世界各国が人々の命や生活を守
るために革新・介入を実行できる能力を有しているこ
とは、新型コロナウイルス感染症の世界的大流行 ( パ
ンデミック) 下において見られた建設的な行動を通じ
て証明されている。よって、ネットゼロへの移行につ
いても同様に、このような行動を数年、数十年かけて、
広く展開していく必要がある。

第3の結論は、当面は適応策とレジリエンス対策が極
めて重要となるということである。気候科学の知見に

物理的要素

1.　技術革新
2.　大規模なサプライチェーンとそれ
を支えるインフラを構築する能力

3.　自然資源の可用性

ガバナンス、制度、コミットメント

7.　管理基準、市場およ
びトラッキングのメ
カニズム、効果的な
制度

8.　公共、民間、非営利セ
クターのリーダーによ
るグローバルなコミッ
トメントと連携

9.　市民・消費者の支持

経済的・社会的調整

4.　効果的な資本再配分と資金調達
の仕組み

5.　需要の変化や短期的な単価上昇
への対応

6.　社会経済的影響に対応するため
の仕組み

図表1

ネットゼロ実現への道筋を立て、秩序ある移行を実現するための9つの要件
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よると、地球物理システムの慣性により、どの排出経
路を辿ったとしても、今後数十年は温暖化の進行は避
けられない8。よって、既に生じている、あるいは脱炭
素化対策を講じたとしても避けられない気候変動によ
る差し迫った深刻な影響を軽減するために、世界全体
で適応策を拡充し、加速的に推進しなければならない。

第4の結論は、各国は短期的な影響と長期的な便益を
適度にバランスさせるための原則を明確に定める必要
があるということである。具体的には、移行に伴う資
本コストと運営コストを最小限に抑え、エネルギーシ
ステムに関するリスクを積極的に管理し、所得、人口
動態、国やセクターの違いによる不平等を是正し、経
済の更なる成長と持続的な発展を通じて移行を実現す
るための資金を調達し、全ての人々の繁栄に寄与し、
エネルギーへの確実なアクセス提供を目指すことを意
味する。

第5の結論は、ネットゼロを実現するための確実な方
法は存在しないということである。世界や経済の仕組
みを変えるためには相当な努力が必要で、全ての実
行主体がそれぞれの役割を果たすことが求められる。
具体的な施策は時と共に変わる可能性はあるが、ど
の実行主体も直ちに取りかからなければならない。実
際、一部のセクターでは、脱炭素に向けた取り組みが
加速しており、特にネットゼロに移行するための資金
調達において中心的な役割を担う金融機関は、それ
ぞれネットゼロ目標を定め、気候変動ファイナンスに
係るコミットメントを表明している。さらにいえば、企
業のリーダーたちは、ネットゼロへの移行について理
解を深め、コミットすることが求められる。これには
以下が含まれる。

	— 気候科学やネットゼロへの移行に関する基礎知識
の習得

	— 個人や業界としての目標の表明

	— 気候変動リスク評価能力の構築や脱炭素化促進
計画といった具体的な行動の計画およびアセスメ
ント

	— 行動計画に沿った排出量の抑制・削減

	— 自然資源の保全・再生による脱炭素化への貢献

	— 回避不可能な物理的リスクに対応するための適応
策とレジリエンス対策の展開

	— 排出量の多いビジネスを縮小し排出量の少ないビ
ジネスを拡大するなど資金の再配分によるビジネ
スの再構築と成長

	— 投資家、顧客、取引先、同業者、規制当局といっ
た関係先との連携を通じて影響力を拡大

物理的要素
1. 技術革新
気候変動の現状ならびに進行速度は、人類による驚
異的な技術革新の結果、つまり、経済学用語でいう

「外部性」によるものである。人類は比較的安定した
気候の下、過去1.2万年に渡って文明を発展させ、か
つてない水準の繁栄を遂げてきた。ただし、この繁
栄を生み出した生産・消費行為は、大量の CO2等の
排出を伴うもので、これを継続したまま、更なる繁栄
を達成することはできない9。このように、現在の危機
的状況は技術革新によってもたらされたといえるが、こ
こから脱却する手段を生み出すのも技術革新だともい
える。世界規模で排出量を削減し、ネットゼロ達成を
目指すためには、電力、運輸、産業、建築物、農林
業、土地利用システムなどに関わるあらゆる技術の革
新が不可欠である。その中でも特に農業セクターは、
イノベーションを加速させ、CO2だけでなくメタンなど
の GHG の削減に努めなければならない。より広義に
は、炭素排出量を低く抑える、あるいはゼロにする技
術を開発、テスト、改良し、効率化と低コスト化を図
り、商業的な大規模導入を実現することが重要となる。
また、新技術の導入は慎重な配慮の元に計画的に行
い、新技術相互並びに既存のインフラとの連携を確
保する必要がある( 水素パイプラインネットワークと既
存のガスパイプラインネットワークの安全な統合、再
生可能エネルギーの間欠性の補完など)。

8	H. Damon Matthews et al., “Focus on cumulative emissions, global carbon budgets, and the implications for climate mitigation targets” , 
Environmental Research Letters(2018年1月), Volume 13, Number 1、iopscience.iop.org.

9	Climate change 2021:The physical science basis, Intergovernmental Panel on Climate Change(2021年8月)、ipcc.ch
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2050年までのネットゼロ移行に関する技術的な観点
からの実現可能性については様々な見解がある。マッ
キンゼーのこれまでの調査によると、世界全体の平均
気温の上昇を産業革命以前に比べて1.5℃に抑えるた
めの技術的な見通しは立っているものの、絶え間ない
イノベーションが必要である。例えば、欧州における
脱炭素化に向けた取り組みについて調査した結果、現
在の排出量の85% 以上は、実証済みの技術を活用す
ることで削減可能で、そのうち28%は成熟技術で、32%
は導入直後の技術で対応できる( 図表2参照 )。ただし、
これらの技術の導入に向けた道筋は明確ではなく、以

降に示す一連の要件を満たす必要がある点を考慮す
ることが重要となる。今まで時代のニーズに合わせて
文明が発展してきたように、イノベーションを通じて、
残された技術的課題を解決できる可能性がある。

ただし、残された課題は少なくない。必要となる技術
を開発・改良し、低コストなソリューションとして世界
に広めていくためには多大な労力を要し、日々変化す
る資源、労働、資金面の制約に対応しなければなら
ない。また、鉄道、電気、インターネット分野の変革
的投資ブームの時と同様に、その最中でつまずいたり、

0%

–20%

–40%

–60%

–80%

–100%

2017 2030 2050

28

32

27

14

EUにおける温室効果ガス削減率; 二酸化炭素換算での相対的な排出削減率 (1990年比)
排出削減量に占める割合 技術の発展状況と例

成熟技術
産業用熱のカスケード利用、断熱、EAF(電気
アーク炉)によるスチール製品のリサイクル、地
域熱供給

導入直後の技術
電気自動車、太陽熱利用システム、ヒートポン
プ、バイオ肥料、産業用電気ボイラー

実証済みの技術
CCS、水素混合技術

研究・設計段階にある技術
電気炉、炭素吸収技術、産業用中温ヒートポン
プ

注記:四捨五入のため合計は100にならない
資料: “How the European Union could achieve net-Zero emissions at net-zero cost,” (2020年12月3日), McKinsey.com

図表2

欧州では、現在の排出量の85%以上は、実証済みの技術を活用することで削減できると推計
しているが、これらの技術の導入経路は不透明である
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後になって労力や資金の配分の誤りに気づくこともあ
ることを認識しておく必要がある。しかし、気候変動
による社会経済的影響の特性やその深刻さを考えると、
無策のままでいるのはあまりにもリスクが大きい。よっ
て、今すぐにでも実現可能な技術を導入すると共に、
有望技術の開発を進める必要がある。さらに気候変
動緩和技術の開発と同時に、世界の平均気温の上昇
を1.5℃、あるいは2℃に抑制する目標達成時期までに
その開発が間に合わなかった場合に生じうる物理的リ
スクに対応するための技術の開発も進めなければな
らない。アメリカ科学振興協会 (American Association 
for the Advancement of Science: AAAS) の元会長で、
エネルギーや気候問題の専門家であるジョン・ホルド
レン氏はこう述べている。「私たちには緩和、適応、苦
難の3つの選択肢がある。これらの要素がどのように
組み合わさるのかが重要となるが、緩和策が進めば
適応策の必要性を抑えることができ、苦難を軽減する
ことができる。」10

実行主体に対する主な問い
	— 「カーボンバジェット( 炭素予算 )」の範囲内に留め、

コストを抑え、必要な性能基準 ( 送配電網の安定
性の確保など) を満たしつつ、排出量を削減して
いくためには、どのような技術を組み合わせて導
入するべきか。また、地域によって、この組み合
わせはどう変わるのか。さらに、時間軸によってど
う変わっていくのか。

	— ネットゼロ達成に必要な技術の市場化とコスト効
率化はどの程度進んでいるのか。解消すべき最大
のギャップとは。拡張性や効果の観点から、どの
ようにこれらの技術の優先順位付けを行うべきか。

	— 開発初期段階の有望な技術 (10倍の性能を実現す
る技術など) の成熟化、技術開発の最終段階でイ
ノベーションを持続させ、現時点では異常に高コ
ストな技術を実用化するためには、どのような政
策、資金調達の仕組み、需要シグナル、市場メカ
ニズムなどが必要となるのか。

	— 技術の不確実性にどう対処するべきか。公共・民
間セクターはどのような役割を担うべきか。

取りうる打ち手
	— インセンティブと適切な需要シグナルを提供するこ

とで、既存の低炭素あるいはゼロカーボン技術の
導入を促進 ( シェアが少ない地域における省エネ
技術や再生可能エネルギーの導入促進など)

	— 水素活用、CCUS( 二酸化炭素回収・有効利用・
貯留 ) や電力貯蔵などの主要技術の不確実性を排
除し、研究開発投資の足並みを揃えるため、業界
全体の技術開発ロードマップを作成

	— 包括的視点と目的意識を持って研究開発に投資す
ることで、新技術のイノベーションを促進 ( そのた
めには、2025年、2030年といったマイルストーン
だけではなく、ネットゼロの達成に必要なあらゆ
る技術を検討する必要があり、ポートフォリオを構
成する全ての技術の開発を並行して進め、コンセ
プト立案から、プロトタイプ作成、商用化に至る
まで、イノベーションを総合的に推進することが求
められる)

	— 産業の枠を超えたビジネスエコシステムを形成し
てバリューチェーン全体で連携を促進することで、
現場業務のイノベーションを幅広く推進

2. 大規模なサプライチェーンとそれを支えるインフラを
構築する能力
短期間で GHG の排出量を抑制あるいは削減するため
には、低排出またはゼロ排出技術を開発するだけで
なく、普及拡大を図らなければならない。そして、必
要となる技術を実現・普及させるためには、生産・
流通体制の強化とグローバルサプライチェーンの構築
が不可欠になる。例えば、平均気温の上昇を1.5℃に
抑えるためには、世界の1週間当たりの太陽光パネル
の設置枚数を現在の8倍に、風力発電用タービンの設
置数は5倍に増やさなければならない。このような大
きな変化に対応できるサプライチェーンを構築するた
めには、膨大な資金と適切な能力だけでなく、広範
な連携が求められる。サプライチェーンの各工程の連
携が適切に行われないと、供給途絶や価格急騰といっ
たボトルネックとなる問題が発生するが、これは効果
的な計画を策定することで回避可能である。

10	James Kanter and Andrew C. Revkin, “World scientists near consensus on warming,” New York Times (2007年1月30日)、nytimes.com
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また、排出量の少ないシステムに対応するためにイン
フラを拡充あるいは新設する必要がある。マッキン
ゼーの推計によると、欧州の場合、乗用車の排出削
減目標を達成するためには、電気自動車の充電ステー
ションを2030年までに20倍増設しなければならない。
そのためには、必要となる能力の強化、インセンティ
ブ制度や各種支援策の整備に前例のないスピードと
規模で取り組まなければならない。しかし、今回の新
型コロナウイルス感染症のパンデミックを契機とした
mRNAワクチンの開発スピードの速さから分かるよう
に、前例がないからできないということはない。パン
デミック時における対応と同様に、バリューチェーン
における主な取り組みは適切な需要シグナルに対応し
たものとなり、生産者にインセンティブを与え、資金
の動員を後押しする。

よって、実行可能な範囲で低排出またはゼロ排出技
術の普及拡大を加速させることが重要となる。そうす
ることで、時間の経過と共にパフォーマンスを高め、コ
ストを削減することができる。

実行主体に対する主な問い
	— 既存の設備では、サプライチェーンやインフラの

どの部分でボトルネックが発生する可能性がある
のか。設備の新設あるいは既存設備の拡張は容
易にできるのか。

	— 導入する技術の組み合わせなど、ネットゼロ達成
に向けた経路によって、各業界・各国が受ける影
響はどのように変わるのか。

	— 供給途絶や価格急騰といったボトルネックとなる
問題が発生することでどのような影響が予想され
るのか。その影響はどのくらい深刻で、どのセク
ターや地域が最も大きなリスクに晒されるのか。想
定されるボトルネックを緩和するために、どのよう
な対策や備えとしてどのようなことができるのか。

	— 新技術の導入を通じて生産能力を十分なスピード
で高めていくためには、どのようなインセンティブ、
需要シグナル、能力構築や手法が有効なのか。

	— 新たなサプライチェーンを構築する場合、取引の
流れ、輸入依存度や国の競争力にどのような影響
が出るのか。

取りうる打ち手
	— 必要な規模で技術を開発するためにバリューチェー

ンの横断的な予測やロードマップを作成し、業界
プレーヤーの共通目標を定め、実行主体間の相互
の連携・協力を促進

	— サプライチェーンとエコシステムの枠を超えた連携
を促進して生産規模を拡大 ( 例 : 新技術のサプライ
ヤーを資金提供者や需要家と引き合わせる)

	— 排出削減が困難なセクターについては、排出量の
少ない新しい素材や製品に対する需要を喚起する
ことで、本格的な投資に対するインセンティブを与
え、2030年までにコストを低減 ( 自動車メーカー
の場合はグリーンスチール、小売業者の場合は排
出量が少ない物流システム )

	— テスト・アンド・ラーンのアプローチを取り入れ、
適切なインセンティブを付与するために必要とな
る様々な需要シグナルや財政措置を組み合わせて
幅広く検討し、サプライチェーンやインフラ構築に
関わる確実性を向上

3. 自然資源の可用性 
技術の導入、そして大抵の場合、大規模となるサプラ
イチェーンやサポートインフラの構築・維持は充分な
自然資源を確保できてこそ可能となる。その中でも次
の3つの資源が特に重要となる。

1つ目は「原料」である。これには銅やニッケルのよ
うに、現在、大量に消費されているものから、リチウ
ム、コバルト、レアアースのように比較的希少性の高
いものまで含まれる。マッキンゼーの分析によると、
ネットゼロに移行するためには一部の希少な原料の消
費量を大幅に増やす必要があるが、資源の制約によ
り、増産が阻まれることで一時的に供給が途絶し、価
格が上昇する恐れがある。
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2つ目は「土地」で、再生可能エネルギーの導入拡大
に向けて欠かせない資源である。再生可能エネルギー
は化石燃料に比べてエネルギー密度が低く、広い土
地が必要となる。例えば、約1GW 規模のガス火力発
電所を太陽光発電に置き換える場合、必要となる土地
面積は約350エーカーから約40,000エーカーに増える
11。再生可能エネルギー発電で必要となる土地面積は、
化石燃料を活用した火力発電のバリューチェーン全体
( 化石燃料の抽出、輸送、貯蔵を含む ) の土地利用面
積の5～10倍になる。また、CO2の貯蔵・吸収源とし
ても森林、泥炭地、マングローブなどの土地は欠か
せない資源である。ただし、森林については、管理
不足による森林火災などで環境の破壊が進むと、か
えって排出量が増加する恐れがある。よって、既述の
技術的な対策を取り入れつつ、自然資源の保護・再
生への取り組みを進めていく必要がある。また、高品
質な CO2の自然吸収源は一部の地域に集中しており、
しばしば食糧生産や住宅開発といったその他の土地利
用と競合するため、適切な土地資源管理のためには
慎重なプランニングが不可欠となる。

3つ目は「水」である。水素技術を経済成長の原動力
とするためには、大量の水が必要となる。また、水は
鉱物資源を抽出するためにも不可欠である。ネットゼ
ロへの移行に向けて水への依存度は増すばかりであ
るが、新たな目的での需要増大や気候変動に伴う一
部の地域における降水量減少に伴い供給不足に陥る
恐れがある。

実行主体に対する主な問い
	— ネットゼロ移行に向けて必要となる自然資源はど

れか。それらの資源の需要はどの程度増えるのか。
これは、ネットゼロ実現に向けた経路 ( 技術の組
み合わせの違いなど)、脱炭素化シナリオ、地域
や時間軸によってどう変わるのか。

	— 特定の技術の普及拡大を阻む「ハード」な資源的
制約は何か。また、一時的な供給途絶や価格急
騰につながる可能性がある「ソフト」な制約は何
か。これらは地域や時間軸によってどう変わるのか。

	— 技術革新を通じて、特定の原料を代替あるいは使
用量を低減することは可能か。

	— 重要な鉱物資源の採掘に伴う労働者の安全上の
問題や環境への影響にはどのような対応をするの
が最適か。

	— 地域内外で土地や水の利用をどのように調整すれ
ば、ネットゼロへの移行をスムーズに進めつつ、人
口集中の緩和や食糧の生産といったその他のニー
ズに対応できるのか。

	— 国そしてグローバルレベルでどのようなインセン
ティブ、需要シグナルや幅広い措置があれば、様々
なニーズに合わせて自然資源をバランス良く配分
できるのか。

	— 新たな技術によって、生産拠点や商品流通につい
て、どのような影響が想定されるのか。例えば、鉄
鉱石を石炭の揚地に輸送するのではなく、グリー
ン水素の製造設備や製鋼所を鉄鉱石採掘場近隣
に設置してグリーンスチールを生産したほうが良
いのか。

	— ネットゼロ移行の実現に向けてグローバルな貿易
エコシステムをどのように再編・構築すれば、太
陽光、風力、土地などの自然資源が潤沢な国や地
域とそれらの資源を必要としている国や地域の双
方にとって有益な取引ができるのか。

取りうる打ち手
	— 自然資源の需要について、技術ごとにグローバル

かつ粒度の細かい見通しを作成し、ボトルネック
が発生する可能性のある領域を特定し、時間軸や
ネットゼロ実現に向けた経路による違いを明示

	— 鉱物資源、水素資源やCCS( 二酸化炭素回収貯留 )
ポテンシャルなど、主要な自然資源が豊富な地域
と不足している地域に関するグローバルかつ粒度
の細かい見通しを作成

	— 主要鉱物資源の生産能力増強に向けた計画をまと
め、国や企業間の連携体制を整備し、確実性の高
い地域で生産能力を増強。地域内外の連携の可
能性を模索し、資源の可用性とニーズとのバラン
スを確保

11	太陽光発電の設備利用率は約20%で、1MW 当たり約10エーカーの土地を必要とし、ガス火力発電の設備利用率は約80%で1MW 当たり約0.35エーカー
の土地が必要になると想定。詳細については、The footprint of energy:Land use of U.S. electricity production, Strata (2017年6月)、 docs.wind-watch.org.
参照
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	— 今後直面しうる資源制約を考慮して技術開発を進
めることで、調達が困難あるいは高価な原料を代
替あるいは使用量を低減

	— 計画策定、認可取得、資金調達、生産体制拡充
までに要する時間を考慮し、資源の安定供給を確
保するための各種インセンティブや財政措置を組
み合わせて幅広く検討

	— 再生可能エネルギーのための土地利用に対する社
会からの支持を獲得 ( ただし、社会に受け入れら
れる前に技術の発展が先行する可能性がある)

	— 労働者の安全性や環境への影響を含め、自然資
源の利用によるエンドツーエンドの影響を測定す
るファクトベースや管理システムを構築し、様々な
成果を管理し、トレードオフをモデル化して検証

経済的・社会的調整
4. 効果的な資本再配分と資金調達の仕組み
ネットゼロに向けて秩序ある移行を実現するためには
資本配分を大きく変えなければならない。気候変動リ
スク等に係る金融当局ネットワーク」(NGFS) の「温暖
化を1.5℃に抑え、2050年までのネットゼロ実現を目
指す」シナリオに基づいたマッキンゼーの将来推計に
よると、エネルギーや土地利用システムといった物的
資産への支出は現在から大幅に増加する見込みで、現
時点では、2050年までのエネルギーや土地利用シス
テムに係る物的資産への年間総投資額は9兆2000億
ドルになるとしている。つまり、現在の水準に比べて
年間投資額が3.5兆ドル増加することになり、今後は
その全てを排出量が少ない資産に割り当てていく必要
がある。この投資額の増分は、世界中の全企業の総
収益の約50%、家計支出の7%、総税収の25% に相当
し、2005年から2020年までの公的債務残高の平均年
間増加額を約20% 上回っている。人口や GDP が増加
しており、ネットゼロへの移行に向けた勢いが増して
いることを考えると、資本支出 ( 割合 ) が少なくなる可
能性があるが、それでも大きな額であることには変わ

りない。現在の政策の継続および主要な低排出技術
のコスト低減見通しに基づいているNGFS の「現行政
策」シナリオを基準とした場合、ネットゼロ達成のた
めの年間投資額は9,000億ドルの増加にとどまること
になる。

効果的に資本の再配分を行うためには、座礁資産 ( 気
候変動に係る規制の強化などによって早期に廃止され
たり、活用されなくなった資産、設備、機器 ) をどう
扱うかが重要となり、資産の実際の使用年数によって
受ける影響の度合いは変わってくる。例えば、一般的
に石炭火力発電所の耐用年数は40～60年だが、使用
年数は国によって異なり、米国は39年だが、インドは
わずか13年となっている。また、現在、約30GW 規模
の石炭火力発電所 ( 世界全体の発電設備容量の約
15% 相当 ) の建設が進行中あるいは承認されている12。

一方、ここ2年間でコロナ禍がもたらした社会経済的
影響を緩和する目的で公的支出が拡大したことを踏ま
えると、危機として明確に認識されれば巨額の資金を
動かすことができると考えられる13。さらに、ネットゼ
ロ達成に向けて秩序ある経済調整が進むことで、無秩
序な移行によって生じる物理的リスクや追加コストを
回避できる。欧州中央銀行が最近公表した報告書では

「移行に伴い生じる短期的なコストは、何も対策を講
じなかった場合の中長期的なコストに比べればごくわ
ずかである」とされている14。

長期的かつ総合的に考えれば、ネットゼロへの移行に
向けて先行投資を行い、燃料消費量の抑制、資源・
エネルギー利用の高効率化、保守費用の削減を実現
することで、世界全体の経済的コストを抑えることが
できる。そして、ほとんどの場合、投資対効果が高く、
リターンが期待できる。ただし、短期的には、大規模
な資金調達、投資の数多くの課題に対応する必要が
ある。前述のような巨額の資金が必要であり、不確実
性を伴う技術への投資、リスクとリターンのトレードオ
フの検討、先進国と途上国双方への資金拠出確保な
ど様々な課題に対応する必要がある。マッキンゼーの
分析によると、低所得国は対 GDP 比での負担割合が

12	Global Coal Plant Tracker, Global Energy Monitor(2021年7月)、globalenergymonitor.org
13	各国政府は、法人や個人を守るために大規模な財政支援を提供している。2020年3月以降、各国が実施した財政支援の総額は年間13.8兆ドルで、そのう

ち7.8兆ドルは増分支出と逸失利益、6兆ドルが増資、融資、保証が占めていると推計される。 
The territorial impact of COVID-19:Managing the crisis and recovery across levels of government, OECD Policy Responses to Coronavirus(COVID-19), 
Organisation for Economic Co-operation and Development(2021年5月10日)、oecd.org 参照

14	Spyros Alogoskoufis et al.,ECB economy-wide climate stress test, European Central Bank, ECB Occasional Paper Series No 281(2021 年 9 月 )、ecb.
europa.eu
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高く、アフリカやインドの場合、欧州や北米の1.5～
2.5倍になる。その大きな要因としては、急激な経済
成長とネットゼロへの移行に向けて発電施設を拡充し
なければならないことが挙げられる。また、セクター
や地域によっては資金の調達・分散が容易ではない
場合もある。

実行主体に対する主な問い
	— セクターや地域にとっての資本に関わる最も大き

なニーズは何か。ネットゼロへの移行に向けて導
入される技術の組み合わせによって資本ニーズは
どのように変わるのか。

	— 投資ニーズが高い領域のうち、既に資本が投じら
れているところはどこか。最も大きなギャップはど
こにあるのか。

	— リスク・リターン・プロファイル、投資回収期間、
設備投資の様々な特性を踏まえると、どのような
種類の資本の組み合わせが必要となるのか ( 公開
株、公債、非公開株、プロジェクトファイナンス、
公的保証など)。民間資金と公的資金 (ソブリン・
ウェルス・ファンドや国際開発金融機関 ) は、それ
ぞれどのような役割を果たすべきか。

	— どのような金融イノベーションや仕組み ( 新たな金
融商品、炭素市場、ブレンデッド・ファイナンスな
ど) によって最も大きなニーズと機会を有するセク
ターや地域に資本流入を促進し、炭素集約度の高
い企業が既存のブラウン事業をグリーン事業へ移
行させる後押しができるのか。コンプライアンス
市場の整備をさらに進めることによって資本配分
を促進できると思われる領域はどこか。

	— カーボンクレジット市場は炭素を除去・抑制・削
減する資産などへの資本配分の促進にどのように
貢献できるのか。また、どうすれば市場の規模を
拡大し、信頼性や厚みを確保することができるのか。

	— 各セクターや地域の潜在的な座礁資産にはどのく
らいの価値があるのか。リスク管理を積極的に行
うためにはどうすれば良いのか。

	— どのような資金調達の仕組みがあれば、炭素集約
度の高い資産への投資の引き揚げに留まらず、資
産の除却や脱炭素化を進めるインセンティブを付
与できるのか。

	— 資金計画や資金の再配分を進めるためには、どの
ような新たな指標や分析が必要となるのか ( 炭素
利益率、ポートフォリオの温暖化ポテンシャル、ス
トレステストなど)。

取りうる打ち手
	— 資源再配分に関する意思決定に役立てられるよう、

排出量やシナリオに基づく物理的リスクや移行リス
クの透明性を高め、評価結果を明示

	— 新たな金融商品や仕組みを開発・普及させ、企
業によるレガシー資産の整理と排出量の少ない資
産の拡充を促進。例えば、科学的根拠に基づい
たネットゼロ実現への経路に沿って排出量の多い
レガシー資産を廃止・縮小することを促す特別目
的媒体 (SPV) や、石炭火力発電設備をライフサイ
クルコストが低い再生可能エネルギー設備に転換
することを前提に長期調達契約を交わす資金調達
の仕組みや、排出削減量や自然に基づく解決策
(NBS) などに基づいた新たな金融商品が挙げら
れる。

	— 短期的には、企業の脱炭素経営という喫緊の課題
に対応すべく、新たなカーボンクレジット市場を
整備・拡大し、長期的にはコンプライアンス市場
を整備。カーボンクレジット市場では、森林伐採
回避などの排出削減量と植林や CO2を直接回収す
るDAC(Direct Air Capture)といった排出吸収量を
クレジットとして売買

	— 国家および国際レベルで公的資金を体系的かつ慎
重に活用し、プラスの効果が期待できるものの市
場での資金調達が困難な主要インフラに投資 ( 電
気自動車の充電ステーション、水素ステーション、
炭素隔離など)
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	— 公的保証やその他のリスクヘッジにより、気候変
動に対処するための民間資金のリスクを低減し、資
金不足が拡大しているセクターや地域への資金の
流入を促進 ( 開発金融機関や国際開発金融機関
の機能のファースト・ロスの引き受けや為替リスク
ヘッジへの再集中化など)

	— 多国間基金あるいは政府系ファンドを新設または
再編し、GHG 排出量の多い資産の縮小・廃止を
進め、座礁資産によるバリュー・アット・リスク( 最
大損失額 ) を最小化

5. 需要の変化や短期的な単価上昇への対応 
ネットゼロへの移行過程において、政策や技術、消
費者や投資家の選好が変われば、低炭素型の商品や
サービスに対する需要が増加すると思われる。なかで
も、大きな変化が見込まれているのがエネルギーミッ
クスで、化石燃料の需要が減少し、排出量の少ない
電力、水素、バイオ燃料の需要が増加する見込みで
ある。このようなクリーンエネルギーへの移行は、化
石燃料を使用する製品にも影響を及ぼし、排出量の
少ない自動車、暖房器具や調理機器への移行が進む。
同様に、エンドユーザーが代替品を利用あるいは消
費量を減らすことによって、製造過程での排出量の多
い製品の需要が減少する可能性がある。一方、CCS
を活用し、排出量を抑制する業界は成長の恩恵を受
けることができる。また、新技術の導入を支える川上
の製造業や、クライメート・トランジション・ファイナ
ンス、環境アセスメント、リスクマネジメントサービス
といった様々な支援分野において事業機会が生まれる。
よって、企業や国は、需要の変化に対応しながら、競
争力を保ち、機会を確実に捉えていく必要がある。

さらに、セクターによっては短期的に製造コストが増
加する可能性があるため、企業はこれにも対応しなけ
ればならない。コスト増の一つの要因としては、生産
能力の増強に伴う高額な先行投資が挙げられ、設備
投資の増加につながる( 発電能力の増強とこれに伴う
送配電インフラの整備のための投資など)。例えば、
CCUS の導入や鉄鋼・セメント業界における高コスト
なゼロカーボン原料の採用など、ゼロカーボン技術
への移行が進むことで運用コストが大幅に増加する可

能性もあるが、これらのコストは学習曲線の上昇と共
に低下する。この現象は既に陸上風力発電や太陽光
発電で見られ、洋上風力発電や電池については現在
進行中である15。長期的には、技術革新を通じて、他
の業界でもコスト削減が進む可能性がある。

しかし、マッキンゼーの分析の結果、排出削減が困難
なセクターの中には、脱炭素化のために巨額の追加
コストが発生するところもあることが明らかになった。
例えば、グリーンスチールの生産コストは、従来の生
産コストを40% 以上上回っており、2050年の時点でも
20～30% 上回る見込みである( 図表3参照 )。よって、こ
れらのセクターに対しては、特に短期的に移行を促す
ためのインセンティブを整備するなど様々な介入策を
講じる必要がある。脱炭素化の取り組みを促進するた
めの方策としては、最終消費者を含むバリューチェー
ン上のステークホルダーへの移行コストの配分、グ
リーン調達の段階的拡大、商品設計見直しによるコス
ト削減、エネルギー効率・資本効率の向上による生
産性の更なる向上、助成金の支給・廃止、新たな基
準や排出枠の割当といった規制の導入が挙げられる。
このような調整は決して容易ではない。特に、鉄鋼の
ように国際的に取引される商品の場合、生産者は野
心的な気候変動対策が求められていない地域の生産
者との競争に直面したり、環境に優しい代替策を使用
する際に発生する「グリーンプレミアム」の支払意欲
が低い、あるいは支払能力のない顧客と取引を行う
可能性もある。 

実行主体に対する主な問い
	— 製品によって、どのような需要の変化が見込まれ

るのか。これらはセクターや地域、そして時間軸
によってどう変わるのか。ネットゼロへの移行過程
において、セクターや地域によってコストはどのよ
うに増減するのか。導入される技術の組み合わせ
によってこれらはどう変わるのか。

	— 需要やコストの変化は、企業や国の競争力にどの
ような影響を与えるのか。貿易の流れにはどのよ
うな影響が出るのか。

	— 企業や国がこのような変化に対応するために新た

15	Alun Gu and Yi Zhou, “Learning curve analysis of wind power and photovoltaics technology in US:Cost reduction and the importance of research, 
development and demonstration,” Sustainability (2019年4月), Volume 11, Number 8, pp. 2310, mdpi.com を参照
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に必要となる能力とは何か。どうすれば需要やコ
ストが変化するスピードや規模の不確実性に対処
できるのか。

	— どうすれば企業や国、官民を含む多様な実行主体
が連携して、ネットゼロ達成に向けた経路から外
れることなく、需要やコストの変化に対応していけ
るのか。対立が生じる要因としてはどのようなもの
が考えられるのか。どうすればこれらを解消できる
のか。

取りうる打ち手
	— リスクと機会を細かい粒度で継続的に評価する能

力を構築。業界、バリューチェーン、地域ごとに
粒度の細かいシナリオを作成し、需要とコストの
変化に関する理解を醸成

	— 既存の能力をマッピングし、これらを最大限活用
して新たな成長機会を捕捉する手段を定義。さら
に、新たに必要となる能力とそれを構築する手段
を特定

	— ネットゼロ経済への移行に伴い生じるニーズを総
合的に評価して、新たな機会領域を特定

	— 脱炭素行動により生じるコスト増加を相殺する仕
組みを幅広く検討し、様々な状況や制約を想定し、
最善の方策を検討 ( 基準や規制、取引可能な炭素
クレジットの認証、国内および国際的な助成制度、
炭素集約度の高い産業への依存度の高い国の移
行を支援するグローバルな多目的ファンドなど)

	— バリューチェーン全体で増分コストを分担して負担
する機会を特定し、コストの増加に耐えられ、よ
り迅速に秩序ある移行を推進する産業構造と経済
システムを構築 (グリーンプレミアムの徴収など)

	— 各国の政策と基準を統一し、国際的な連携を確保
することで動機づけを行い、世界貿易の混乱を排
除 ( 炭素に関する自由貿易協定の締結など)

	— 既存の炭素集約型産業に対する助成制度の継続
要否を検討

6. 社会経済的影響に対応するための仕組み
ネットゼロへの移行は、国や地域、労働力や家計に
多様かつ不均衡な影響をもたらす。炭素排出量の多
い製品の需要が落ち込み、低排出型の製品の需要が
増加すれば、企業や業界、さらに地域の労働力の再
配分が進む。このような影響は地域的な偏りが見られ、
コミュニティによっては極めて深刻になる。例えば、炭
素集約度の高い産業への雇用の依存度が高いコミュ
ニティの場合、自分たちの既存の強みや能力を理解し、
これらを活かして優位性を確立し、経済活動の多様化
を進める必要がある。国によっては、これまでの貿易
の流れや歳入に影響が出る場合もある。

平等性と環境正義を推進するための綿密なプランニン
グとコミットメントなしには逆進性が強まり、新しい雇
用システムへの移行やスキル構築が困難な最もリスク
の高いコミュニティに負担が集中する。電気自動車や
既存建物の改修のように、消費者にとって初期投資の
負担が大きいものもあり、長期的にはランニングコス
トが下がるという恩恵を享受できるとはいえ、低所得
者層にとっては初期費用が大きな負担となる。また、
ネットゼロへの移行に向けて発電設備や関連インフラ
の整備のために膨大な設備投資が必要になるため、短
期的にエネルギー価格が上昇する可能性がある。ここ
でもやはり低所得者層や安価なエネルギーの供給を
目指している途上国が大きなしわ寄せを受ける。

気候災害には逆進性があり、最も脆弱な層が深刻な
影響を受ける。よって、ネットゼロに向けた秩序ある
移行を促進するためには、このような負の影響を埋め
合わせる適切な仕組みが必要となる。こうした仕組み
は、ネットゼロへの移行に向けて国内外で意識統一を
図るうえでも重要となる。そして、このような仕組みを
整備するのは政府の役割だが、個人、金融仲介機関、
実体経済を支える企業が果たす役割は決して少なく
ない。
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実行主体に対する主な問い
	— 各セクター、サブセクター、国や地域の雇用の喪

失、創出、代替といった観点から、各種移行シナ
リオでは、経済活動にどのような影響が想定され
るのか。

	— これらのシナリオにおいて、各国・各地域の全世
帯が負担するコストの総額はどのくらいか。より細
かい区分では負担はどう変わってくるのか ( 市区町
村レベル、社会的弱者など)。また、移行に向け
て導入される技術の組み合わせによって負担はど
う変わってくるのか。

	— 政府は、どうすれば正の影響を最大化しつつ ( 新
たな成長分野への転職支援など)、負の影響を最
小化できるのか ( 労働者への支援プログラムや消
費者への補助金給付など)。

	— 負の影響を軽減し、新たなビジネスの機会を拡大
するために、民間セクターや産業エコシステムは
何ができるのか。

取りうる打ち手
	— 移行シナリオごとに、需要が高まるあるいは下が

るスキルを特定し、セクターや地域ごとに雇用喪
失ポテンシャル、雇用創出ポテンシャルと現状と
のギャップを把握

	— 最も失業リスクの高い労働者を対象とした再教育
プログラムを整備すると共に、公共、民間、第3
セクターの能力を結集して包括的なソリューション
を設計し、提供 ( 再教育支援や雇用・就業機会の
確保に向けた連合形成など)
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資料: “How the European Union could achieve net-Zero emissions at net-zero cost,” (2020年12月3日), McKinsey.com

典型的な生産コスト 排出削減に伴い発生する生産コストの増分 2 典型的な市場価格

12030年の排出削減費用に基づいて算出
2 特定の商品の生産を主要事業とする企業のEBITDAに基づいて算出
3 CO2e は、地球温暖化係数の100年間の累積値に基づいて算出 (IPCC AR4)
4 ディーゼルの排出削減費用の増分は少ないがゼロではない (CO2e1トン当たり約2ドル)

図表3

ネットゼロへの移行に際し、様々なセクターで短期的に単価が上昇する可能性があるため、こ
れを吸収する必要がある
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	— 再教育を望む労働者の潜在的な障壁を特定し、対
応 ( 手頃な費用で研修プログラムを受けられるの
か、再教育センターは行きやすい場所にあるのか、
子供が学校に行っていない時間帯に研修がある場
合は保育サービスを利用できるのかなど)

	— 影響を受ける労働者向けに国内および国際的な社
会支援制度や補償制度を整備 ( 失業保険、現金給
付、職業安定プログラムといった経済支援策を含
む )

	— 影響を受けるコミュニティ向けに雇用等の各種調
整支援プログラムや経済活動の多様化支援制度を
整備 ( 太陽光や風力といった自然資源を活用した
新たな産業の育成あるいは目的限定型ローンによ
る新たな経済活動の創出など)

ガバナンス、制度、コミットメント
7. 管理基準、市場およびトラッキングのメカニズム、効
果的な制度 
ネットゼロへの移行過程において、各国政府や企業に
よる取り組みは多岐に渡る実行主体にとって支えとな
るものの、すべてのニーズに対応できるわけではない。
ネットゼロ移行に求められるスピード、規模やその性
質上、多くの既存企業については組織改革が不可欠
となる。また、ベストプラクティスを共有し、資本を
幅広く分散させ、実行主体間の不均衡な影響に対処
し、協働を推進するために新たな組織を立ち上げる
必要がある。これらの組織には、標準化団体、官民
連携を含むグローバルな協働プラットフォーム、大規
模組織の地方支部や市民社会団体などが含まれる。
組織に対する新たなニーズが生まれることは確実だが、
技術革新と同様に、移行が進み、変化への適応力が
高まることで、ネットゼロにコミットしようと組織的な
適応を進めたり、組織を新設する機運が高まると思わ
れる。いずれも強靭な社会にとって不可欠である。

また、物理的リスクと移行リスク、排出量 ( 直接排出
量と投資先の排出量の両方を含む ) の開示を求めるた
めの基準や規制を策定する必要がある。基準を定め
ることで、価格設定や投資判断、消費者の選択、規
制制度や世界の貿易体制において排出量が適切に考
慮されるようになる。投資家、規制当局や経営者が、
GAAP( 一般に公正妥当と認められた会計原則 ) などの
共通の透明性の高い会計基準に準拠した指標に基づ
いて情報開示を行っているように、ネットゼロ経済に
おいては透明性の高い基準に準拠した共通の指標に
基づいて、排出量の情報開示が求められる可能性が
高い。また、カーボンクレジットの定義や炭素市場の
管理に関する原則といったクライメート・トランジショ
ン・ファイナンスに関連する基準も重要となる16。そし
て、取り組みを確実に推進するためにも、これらの基
準に加え、進捗状況をトラッキングするための適切な
仕組みを整備する必要もある。さらに、あらゆるバ
リューチェーンや国のスコープ1、スコープ2、スコー
プ3の排出量のトラッキングを実現し、トレーサビリ
ティを向上させることも重要となる17。さらに、ガバナ
ンスも大きく変化することになるため、炭素の外部性
を十分に考慮し、価格に反映する必要がある。

実行主体に対する主な問い
	— ネットゼロへの移行に向けて、各国政府や民間セ

クターのプレーヤーがその他の機関による支援を
必要としている領域はどこか。分野や国を横断し
た機関や非政府・準政府組織はどのような役割を
果たせるのか。

	— 開発金融機関や国際開発金融機関といった既存
の機関は、移行に向けて新たに必要となる要件を
満たすことができるか。どのような領域で新たな
機関が必要になるのか。これは時間軸によってど
う変わるのか。

	— 地方自治体、国や国際機関はそれぞれ何に取り組
むべきか。どの領域で思惑のずれや対立が生じて
いるのか。 

16	Taskforce on scaling voluntary carbon markets: Final report, Institute of International Finance(2021年1月)、iif.com
17	定義がある程度異なる場合もあるが、本稿においては、「スコープ1」の排出量とは、組織が管理・所有する資産からの直接的な GHG 排出量、「スコープ2」

の排出量は、他社から供給された電気、蒸気、熱、冷却源の使用に伴う間接的な GHG 排出量、「スコープ3」の排出量は、報告主体である組織は管理・所有
していないものの、バリューチェーン上で関連性のある資産からの GHG 排出量を指す。つまり、「スコープ3」の排出量は、報告主体である組織のバリュー
チェーン上全体の排出量のうち、スコープ1・2以外の排出量が該当する。“Greenhouse gases at EPA,” United States Environmental Protection 
Agency(2021年8月6日更新 )、epa.gov
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	— どうすれば地方自治体、国、国際機関や分野横断
的な機関は上手く連携できるのか。連携体制を築
くうえで、どうすれば説明責任を確保し、共通の価
値観を醸成できるのか。どの領域で行き違いや重
複が発生しているのか。どうすればこのような障壁
を低減・解消できるのか。

	— どうすれば組織の能力を構築し、経時的に高めて
いけるのか。

	— どの領域の基準策定に最も注力するべきか。

取りうる打ち手
	— 現在の制約事項を考慮すると大胆すぎるように思

われる対策であっても、すぐに検討の対象から除
外せず、幅広い視点から選択肢を検討 ( 多国間基
金による排出量の多い資産の買収や、低排出技術
への投資など)。加えて、ネットゼロへの移行に向
けて、2030年、2040年、2050年の時点でどのよ
うな失敗が起こりうるのかという視点で様々なアイ
デアを検証し、これらの失敗を防げるような大胆
な対策であるかを検討

	— 新たに必要となる能力や資源を含め、全ての実行
主体が成功するために構築すべき組織を特定

	— 各産業の連携体制を構築して目標達成に共同でコ
ミットし、新たな技術への投資、能力の構築、ベ
ストプラクティスの共有を推進

	— PCAF( 金融向け炭素会計パートナーシップ ) や
SBTi( 科学的根拠に基づく二酸化炭素排出量削減
目標イニシアチブ ) の取り組みを活かすなどして共
通の炭素会計原則や官民両方の組織の排出量の
トレーサビリティを確保するための企業の情報開
示に関する基準を強化あるいは必要に応じて標準
化団体や認証機関を設置

	— 工業用地やパイプラインにセンサーを設置して漏
洩排出量を測定し、衛星画像データを使って世界
の炭素やメタンの排出量を算定するなど、デジタ
ルトラッキング技術を活用してGHG 発生源の排出
量を高い精度で測定。さらにデジタル技術を活用
して、スコープ1、スコープ2、スコープ3の排出量
を総合的に測定し、トラッキング

	— 炭素価格や貿易協定といったかたちで排出量を既
存および新規市場の規制対象に組み込む

	— ガバナンス体制を整備し、カーボンクレジットの品
質と完全性を確保することで、カーボンクレジット
市場を機能させ、規模を拡大

8. 公共、民間、非営利セクターのリーダーによるグロー
バルなコミットメントと連携 
今まで挙げた7つの要件は、経営者や政策担当者、規
制当局による低炭素経済に向けた移行への対応のみ
でなく、事業体 ( 取締役会や CEO による意思決定を含
む )、投資家、株主、立法者、規制当局による意思決
定にも影響を及ぼし、移行要件の充足に大きく貢献す
る。秩序ある移行を実現するには、公共セクターの
リーダーには、明確で信頼できる有効な政策を策定す
ることへの強いコミットメントと能力が求められる。そ
して、民間セクターのリーダーには、資本配分や製品
ポートフォリオを見直し、ビジネスエコシステム全体
の連携を強化して、組織全体の利益を追求することが
求められる。さらに重要なこととしては、公共、民間
のリーダーが協働して物理的要素を満たすと共に、秩
序ある移行を実現するために必要となる社会的および
経済的な調整を進めていく必要がある。

実行主体に対する主な問い
	— どうすればネットゼロへの移行に対する各セクター

のリーダーの確信を醸成し、維持できるのか。

	— 現在、リーダーの動機づけとなっている要因とは
何か。その要因は、どのような点でネットゼロへ
の移行を進めるための取り組みに合致しているの
か、あるいは反しているのか。どのような動機付
け要因があれば、各セクターのリーダーは短期志
向に偏ることなく長期志向で気候変動対策に関す
る判断を下せるようになるのか。

	— リーダーが他の8つの要件のいずれかに反して行
動するきっかけとなる要因は何か。他の8つの要
件は、リーダーの行動あるいはリーダーがとるべ
き行動にどのような変化をもたらすのか。

	— リーダーたちはどのように互いを支え合えるのか。

	— どうすればリーダーたちは移行に向けたビジネス
ケースを作成できるのか。また、どうすれば重要
なステークホルダーを巻き込むことができるのか
(CEO、従業員、取引先、投資家、顧客など)。ス
テークホルダーからどのような反発を受けることが
想定されるのか。また、どうすればステークホル
ダーの懸念に先回りして対応できるのか。
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	— 今すぐ実行可能な「悔いをもたらすことのない」
有意義な方策とは何か。大胆な策をとることで起
こりうる最大の問題とは。反発や反発の原因となっ
ている制約を緩和するためには何を行う必要があ
るのか。

	— 企業はカーボンオフセット(自社のバリューチェー
ン外での排出量の相殺 )とカーボンインセット(自
社のバリューチェーン内での排出量の相殺 ) につい
てどのように考えるべきか。

取りうる打ち手
	— 物理的リスクの透明性を向上。ネットゼロへの移

行と協働に向けて、取締役会、経営幹部から一般
社員に至るまで全ステークホルダーの意識、確信
と機運を醸成。移行が停止または停滞した場合に
備えて、リーダーたちは影響を十分に理解し、結
果を共有

	— 特に CEO や取締役会レベルにおいて、気候変動
に配慮した意思決定プロセスを整備

	— 組織が活動しているシステム全体のダイナミックな
変化を取り入れるために、戦略、資本配分、サプ
ライチェーンに関する意思決定を再考

	— 最も重要となる規制介入と最も効果的な政策を検
討 ( 助成金、インセンティブ、セーフティネットな
ど)

	— ネットゼロへの移行に向けてコミュニティ、投資家、
顧客、取引先や従業員を巻き込み、彼らの制約を
理解し、先回りして対応

9. 市民・消費者の支持
秩序ある移行を実現するためには市民の支持が不可
欠である。長い目で見ると、秩序ある移行によって、
増大し続ける物理的リスクが軽減され、新しい技術や
インフラによってコストが低下し、様々な社会問題が
取り除かれることで、市民には多大な便益がもたらさ
れる( 安価なエネルギーを供給することで海水淡水化
コストを低減し、水不足問題を解消するなど)。しかし
短期的には、問題の深刻さを認識し、負の影響を受
ける人々を対象とした補償制度への支持を獲得し、市

民参加を促進しなければ市民から支持を得ることは難
しい。また、ネットゼロへの移行に向けた要件につい
て市民が理解を深めることで、官民セクターのリーダー
が行動を起こすきっかけとなる。

地球温暖化を1.5℃に抑えるためには、電気自動車へ
の乗り換え、住宅の改修・改造、肉の消費量削減、移
動量の削減などのかたちで消費行動を変えなければ
ならない。多くの場合、透明性が高まることで消費者
の選好が変化し、低炭素型製品が普及拡大し、スケー
ルメリットや技術の学習曲線に沿ってコストが低下す
ることで好循環が生まれることが期待される。

いずれにせよ、市民による支持あるいは反発は、ネッ
トゼロへの移行に向けて重要な要素だといえる。

実行主体に対する主な問い
	— 市民参加が最も求められる領域はどこか。どのよ

うな見直しを行うことで最も大きな反発に対処で
きるのか。どうすれば消費者や市民の要求を機会
に転換できるのか。

	— 特定のコミュニティ、セクター、社会や国では、ネッ
トゼロへの移行に向けてどのような道筋が示され
ており、どのような動きが見られるのか。コミュニ
ティのニーズや懸念を吸い上げ、対処するために
はどうすればいいのか。どうすれば支持を拡大し、
長期思考を促すことができるのか。

	— 消費者の選好や行動の変化が最も求められるセク
ターはどこか。これらの変化を促すうえで最適なイ
ンセンティブとはどのようなものか。

取りうる打ち手
	— 増大する物理的リスクに対処するためのコレクティ

ブインパクト( 多様なプレーヤー間の連携 ) やネッ
トゼロへの移行の必要性を訴えていくことで意識、
意志、団結心、確信を醸成。標準ケースと最も起
こり得る結果を明確化 ( 気候変動の暴走と爆発的
に増大する影響の可能性を含む )

	— 気候変動や低・脱炭素社会への移行について討
議するための対面・バーチャルの新たなフォーラ
ムやプラットフォームを構築 
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	— コミュニティを巻き込み、風力タービン近隣のコ
ミュニティなどの「ホットスポット」に積極的に対応

	— 製品ラベルに排出量に関する情報を載せるなどし
て、消費者に対する透明性の確保に努めることで
十分な情報に基づいた意思決定を支援

	— 特に最も大きな影響をもたらす行動変容に焦点を
当てる形で、消費者に自らの選択が与える影響に
ついて啓発

	— ネットゼロ達成に向けた経路を計画するにあたり、
社会的支援 (ソーシャルサポート) を考慮

リーダーが検討すべき課題
今まで挙げてきた9つの要件は互いに影響し合う(コラ
ム「相互依存の世界」参照 )。よって、これらの要件
を満たすためには、大企業、地域の運送業者、地方
自治体からそれを支える市民に至る、あらゆるセクター
と実行主体が連携して行動することが不可欠となる。 

課題が明確になることで、官民セクターのリーダーた
ちはネットゼロへの移行に本腰を入れて取り組むよう
になる。移行が失敗する、あるいは移行時期が遅れ
ることによるリスクは非常に大きいが、もたらされる
機会も大きい。リーダーたちが取る行動は、移行の進
展やその時々のニーズによって変化するが、満たすべ
き次の7つの要素は変わらない。

	— ネットゼロへの移行への理解とコミットメント: リー
ダーたちが、気候科学と経済についての基礎知識
を高めることで、ネットゼロ要件への対応やセク
ターやコミュニティに与える影響の検討がしやすく
なり、移行にコミットできるようになる。例えば、
CEO は、自社の CSO( 最高サステナビリティ責任
者 ) やその他のリーダーと協力して、サステナビリ
ティに関わる様々な課題の解決に主体的に取り組
めるようになる。継続的に学び、適応し、経営幹
部や取締役会を巻き込み続けるためには課題を明
確に設定することが何より重要となる。よって、リー
ダーたちには組織に向けて変革に取り組むべき理
由とスキル向上が重要となる理由を明確に示すこ
とが求められる。そして、ネットゼロへの移行に向
けて、50年先までを見据えて最適な人材を配置し、
進めていく必要がある。

	— 行動の計画およびアセスメント: スコープ1、スコー
プ2、スコープ3の排出量を継続的に測定する能力
を高め、サプライチェーン全体の排出量をトラッ
キングする仕組みを整備する必要がある。また、
ネットゼロ移行に求められるスピードや規模、そ
して競争環境の変化が加速度的に変化しているこ
とを考慮すると、新たな形態のデータや分析ツー
ルの活用など、リスクや機会を細かい粒度で評価
するための能力を構築することが必須となる。ベー
スとなる物理的、コスト的、政策的な前提条件は
常に変化しており、移行に伴うリスクと機会をより
的確に特定するためには、シナリオベースの分析
を通じて定期的に評価を行う必要がある。そして、
実行の可能性を最大限に高めるためには、規制、
投資家の選好、消費者の行動、競争環境の変化
を捉え、長期的な視点に立って見通しを立ててい
かなければならない。よって、これに関わるリー
ダーには、情報の不完全性を受け入れ、将来予
測に基づいて迅速に意思決定を下し、イノベーショ
ンに着目した反復的なテスト・アンド・ラーンの
アプローチを取り入れることが求められる。しかし、
グローバルレベルでネットゼロ達成への道筋を立
てることで方向性は明確になる。起こり得る変化
を想定することでリーダーたちは、来るべき事態
に備えて自分自身そして組織として必要となる対策
を取り、移行を実現するために自分の役割を定義
できる。そして、評価の結果に基づいて、ネット
ゼロ経済に適応し、脱炭素化を進め、成長を遂げ
ていくための方策の優先順位付けを行い、具体的
なネットゼロ戦略を策定することができる。

	— 排出量の抑制・削減 : 戦略に沿って脱炭素化施策
を実行する必要がある。これらの施策には、スコー
プ1、スコープ2、スコープ3の排出量や低排出技
術の導入、高排出資産の廃止や転用、サプライ
チェーンの排出量管理に向けた取引先との連携な
どが含まれる。これにより、リーダーたちは、排出
量を最大限削減するだけでなく、GHG の回収・貯
留、ネガティブエミッション技術やカーボンオフ
セットによって、排出削減が難しい残余排出量を
除去する機会を模索できる。

19ネットゼロ実現への道筋を立てるために－秩序ある脱炭素社会移行を実現するための9つの要件



	— 自然資源の保全・再生 : 森林、泥炭地やマングロー
ブのような自然資源の保全・再生もGHG の排出
量削減に向けた重要な対策となる。伐採した木材
の焼却など、森林破壊は CO2の直接排出量の増大
につながり、炭素隔離能力が著しく低下し、森林
が CO2の吸収源から排出源に転じる場合がある。
失われた自然資源の再生によっても炭素隔離ポテ
ンシャルを拡大し、排出量を管理することができ
る。自然資源を活用した排出削減対策では、手つ
かずの生態系を保護し、多様な固有種の再生に取
り組むなど、生物多様性の保全にも考慮しなくて
はならない。こうすることで、食料安全保障や健
康、広範な生態系サービスの改善など数多くの副
次的効果がもたらされる。

	— 適応策とレジリエンス対策の展開 : 脱炭素化を推進
する際、既に進行している、あるいはロックインさ
れている気候変動の影響に対応する適応策も講じ
る必要がある。適応策は、ロックインされている
物理的リスクに対応するだけでなく、将来起こり得
る新たな問題に備えるうえで重要となる。検討可
能な対応策には、人々の保護、有形資産の強化、
サプライチェーンの多様化、供給予備力の確保 、
高リスク地域への影響の抑制、保険の利用などが
挙げられる。

	— ビジネスの再構築と成長 : ネットゼロへの移行に伴
う需要とコストの変化、そして社会経済的な影響
を考慮すると、リーダーたちは負の影響を管理し
つつ、積極的に成長機会を追求する対策を検討し
なければならない。公共セクターのリーダーは、脆
弱な層への影響を抑えると同時に、影響を受ける
コミュニティの経済活動の多様化や労働力の需給
調整の支援においても重要な役割を担う。民間セ
クターのリーダーは、排出量の多いビジネスを縮
小し排出量の少ないビジネスを拡大するための方
策を検討しなければならない。そして、どの企業
においてもエネルギー効率化などを通じてコスト
構造やサプライチェーンの変革が不可欠となる。ど
ちらのセクターの実行主体にとっても、これらの戦
略を実行するためには、新たな成長分野で活用で
きる既存の能力を特定し、新興セクターに資本や
資源を再配分し、研究開発に投資し、必要に応じ
て将来の労働者の確保・育成対策を講じていく必
要がある。

	— 連携を通じて影響力を拡大 : リーダーたちは、バ
リューチェーン、コミュニティや各国のあらゆる実
行主体 ( 消費者、サプライヤー、コミュニティ、労
働者、投資家、規制当局 )と連携・協働する必要
がある。例えば、経営陣は投資家や顧客に働きか
け、組織の行動とその根拠を理解してもらわなけ
ればならない。公共セクターのリーダーたちも影
響を受けるコミュニティに働きかけ、対話を行う必
要がある。よって、リーダーたちは学び、アイデア
をやり取りし、ベストプラクティスを取り込み、周
りと経験を共有し合う機会を模索すべきである。一
つの手段としては、同業他社、投資家や研究機関
と共にイノベーションエコシステムを構築または参
画し、新技術の開発・導入を支援することが挙げ
られる。ただし、実行主体によってインセンティブ
も目標も異なると想定することは自然なことであり、
また合理的である。

ネットゼロ実現への道筋を立てるうえで、あらかじめ
決まった解は存在しない。これまで述べてきたように、
数多くの重要な問いに答え、何百もの解を検討し、組
み合わせて実行する必要がある。つまり、ネットゼロ
実現への道筋について理解を深め、制約を特定・排
除しながら、ひたすら課題解決のプロセスを繰り返し
ていくことになる。このプロセスが挑戦と失敗の連続
になることは想像に難くない。しかし、本稿で示した
9つの要件を迅速かつ的確に満たすことで排出量を早
期に削減できる。中でも、「個人そして集団としての
官民セクターのリーダーたちの確信の醸成」と「市
民・消費者の支持」は極めて重要となる。我々人類
は今、史上最大の存続の危機に直面しているかもしれ
ないが、その道のりは今まで来た道と変わらず、課題
を深く探り、一致団結し、ただちに確固たる対応策を
講じることが求められる。
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相互依存の世界

ネットゼロ達成に向けた道筋を立てるため
の9つの要件は相互依存関係にあり、互い
に影響し合う。投資は技術開発に、技術
開発は運用コストに、運用コストは市民・
消費者からの支持に、市民・消費者から
の支持は公共政策に、公共政策は投資に
影響を与える。よって、これらの要件は体
系的に捉える必要がある。また、相互依存
関係があるがゆえに、排出削減対策につ
いても体系的に検討する必要がある。例え
ば、鉱業では気候変動がもたらす影響へ
の関心が高まっている。その背景としては、
アルミニウムや銅はネットゼロへの移行に
必要な有形資産の建設・拡張に不可欠な
素材でありながら、採掘・加工時の GHG
排出量が多いことがある。もう一つの例と
しては、水力発電が挙げられる。水力発電
は再生可能エネルギーの一つとされている
が、ダムの建設には膨大な量のコンクリー
トが必要であり、このような人造湖は CO2

やメタンガスの排出源となる1。よって、GHG
の排出を全体として削減する過程では、あ
る分野では排出量が増える可能性もあるた
め、システム全体の最適化が必須となる。

別の例としては、ネットゼロの世界を実現
するうえで欠かせないエネルギー資源であ
る水素が挙げられる。ネットゼロへの移行
に向けて水素の活用や普及を促進していく
ためには、生産能力と全セクターにおける

需要の拡大を早期に実現する必要がある。
水素に関わる数多くの予測では、水素の生
産能力の拡大と共に、電解槽への支出が
大きく減少するとしている。例えば、マッ
キンゼーの1.5℃シナリオでは、電解槽に
よる水素生産量は2030年までに1億トン増
加し(2020年時点の生産量は100万トン以
下 )、電解槽への支出は60% 減少するとの
見通しを立てている2。グリーン水素技術の
コストを競合技術と同等の水準にするため
には、このような大幅なコスト削減が必要
となる。ただし、コスト削減を実現するた
めの設備投資が必要となる可能性がある
ため、多くの投資計画は政府の支援に頼
るところが大きい。多くの先行企業は、説
得力のあるビジネスケースが不在のプロ
ジェクトに投資するにあたって大きなイン
センティブを求めるだろう。

さらに、グリーン水素の生産には膨大な電
力が必要となるため、水素の増産と同時に
再生可能エネルギー発電設備容量の拡大
が必要となる。水素の利用を排出削減に
向けた電化に代わる手段ではなく追加手段
とするためには、電化計画を実現するため
の野心的目標に再生可能エネルギーに関
わる目標を追加しなければならない。一方、
水素の供給は、産業、運輸、建築物分野
の需要が伸びるという前提を拠り所として
いる。水素を生産・利用する技術が導入

され、普及するにつれて、製鉄における水
素活用、燃料電池トラックの生産、建築物
への水素ボイラーの設置が進み、需要が
さらに高まることが見込まれる。そして、水
素の利活用が進めば、より多くの場面で
ローカルの水素エコシステムの魅力度が増
し( 工業における水素へのエネルギー転換、
市営バスの水素化、暖房への水素活用な
ど)、需要拡大に確信を持つことで生産者
は供給能力を増強させ、供給能力や供給
量が増えることでコストが下がり、さらに
需要が増すという、需要と供給の好循環が
生まれる。

1	K. Caldeira and N. P. Myhrvold, “Greenhouse gases, climate change and the transition from coal to low-carbon electricity,” Environmental Research Letters (2012年2月), Volume 7, 
Number 1, iopscience.iop.org

2	Kimberly Henderson and Christer Tryggestad, “Climate math:What it takes to limit warming to 1.5°C”(2021年1月29日), McKinsey.com.
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